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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期
第１四半期
累計期間

第48期
第１四半期
累計期間

第47期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 6,685,104 6,544,519 27,442,741

経常利益 (千円) 303,376 220,879 858,483

四半期(当期)純利益 (千円) 205,765 145,845 579,864

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,909,825 1,909,825 1,909,825

発行済株式総数 (株) 6,008,300 6,008,300 6,008,300

純資産額 (千円) 6,846,711 7,037,388 7,221,127

総資産額 (千円) 10,255,533 11,744,075 11,294,185

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 34.25 24.27 96.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 55.00

自己資本比率 (％) 66.8 59.9 63.9
 

(注)１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

　ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、海外経済が底堅く推移したことから、輸出企業を中心に企業業績

は堅調であり、雇用環境の改善を背景に所得についても緩やかな回復基調となりました。しかしながら、エネル

ギー価格の上昇等により実質賃金の上昇は抑えられる中で節約志向は根強く、個人消費の回復は足踏み状態にあ

り、力強さを欠く状況で推移いたしました。

　国内食品業界におきましては、消費者の節約志向、低価格志向が恒常化し、かつ原材料価格の高騰や人手不足も

深刻化する厳しい環境となっております。

　このような状況のもと当社は、ユーザーへの直接販売や原材料不足の対応に積極的に取り組むなど、収益力の向

上に努めてまいりました。以上の結果、骨なし魚事業におきましては、外郭団体ＰＢ商品などの拡販に努めました

が、原材料高騰商品の販売価格差額補填のための値引き販売などにより売上高2,812,573千円（前年同期比4.6％

減）、ミート事業におきましては、「楽らく匠味シリーズ」の拡販に努めましたが、匠味シリーズ以外のミート商

品の販売鈍化により売上高683,022千円（前年同期比1.9％減）、その他事業におきましては、大手ユーザーとの取

組み強化が引き続き好調に推移したことにより売上高3,048,923千円（前年同期比0.2％増）となりました。これに

より当第１四半期累計期間の売上高は6,544,519千円（前年同期比2.1％減）となりました。

　損益面につきましては、原材料高騰による粗利率低下などにより、営業利益は218,970千円（前年同期比27.6％

減）、経常利益は220,879千円（前年同期比27.2％減）、四半期純利益は145,845千円（前年同期比29.1％減）とな

りました。

 
(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期会計期間末の総資産は449,890千円増加し、11,744,075千円となりました。これは主に流動資産のそ

の他に含まれる短期貸付金が163,500千円減少した一方で、現金及び預金が224,825千円、商品が415,631千円増加し

たことによるものです。

（負債の部）

負債合計は633,628千円増加し、4,706,686千円となりました。これは主に流動負債のその他に含まれる未払金が

105,191千円減少した一方で、買掛金が674,842千円増加したことによるものです。

（純資産の部）

純資産合計は183,738千円減少し、7,037,388千円となりました。これは主に四半期純利益を145,845千円計上した

一方で、配当金の支払を330,455千円行ったことにより利益剰余金が184,609千円減少したことによるものです。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,008,300 6,008,300
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 6,008,300 6,008,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年６月30日 ― 6,008,300 ― 1,909,825 ― 686,951
 

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
　普通株式

60,071 ―
6,007,100

単元未満株式
　普通株式

― ―
1,200

発行済株式総数 6,008,300 ― ―

総株主の議決権 ― 60,071 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。　

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,979,821 3,204,646

  受取手形及び売掛金 5,019,964 5,001,863

  商品 1,972,903 2,388,534

  その他 314,782 155,748

  流動資産合計 10,287,472 10,750,793

 固定資産   

  有形固定資産 673,566 667,938

  無形固定資産 102,186 94,062

  投資その他の資産   

   その他 238,270 238,590

   貸倒引当金 △7,310 △7,310

   投資その他の資産合計 230,960 231,280

  固定資産合計 1,006,713 993,282

 資産合計 11,294,185 11,744,075

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,072,450 3,747,293

  未払法人税等 93,152 87,774

  賞与引当金 32,499 27,623

  その他 529,867 501,132

  流動負債合計 3,727,970 4,363,823

 固定負債   

  退職給付引当金 221,253 225,039

  その他 123,834 117,823

  固定負債合計 345,087 342,862

 負債合計 4,073,058 4,706,686

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,909,825 1,909,825

  資本剰余金 686,951 686,951

  利益剰余金 4,619,369 4,434,760

  自己株式 △47 △47

  株主資本合計 7,216,098 7,031,489

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 5,028 5,899

  評価・換算差額等合計 5,028 5,899

 純資産合計 7,221,127 7,037,388

負債純資産合計 11,294,185 11,744,075
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 6,685,104 6,544,519

売上原価 5,562,183 5,511,878

売上総利益 1,122,921 1,032,641

販売費及び一般管理費 820,586 813,670

営業利益 302,334 218,970

営業外収益   

 受取賃貸料 2,244 2,244

 その他 776 1,374

 営業外収益合計 3,020 3,618

営業外費用   

 賃貸収入原価 1,197 1,220

 その他 781 489

 営業外費用合計 1,978 1,709

経常利益 303,376 220,879

税引前四半期純利益 303,376 220,879

法人税等 97,610 75,033

四半期純利益 205,765 145,845
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

税金費用の計算
　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む会計年度の税引前当期純利
益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益
に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 
(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

　

 
前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 15,650千円 14,990千円
 

 

EDINET提出書類

株式会社大冷(E31012)

四半期報告書

 9/13



 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 330,455 55.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

 

　２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

　　もの

　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月19日
定時株主総会

普通株式 330,455 55.00 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金
 

 

　２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

　　もの

　　　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、業務用冷凍食品卸売事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省

略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 34円25銭 24円27銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 205,765 145,845

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 205,765 145,845

普通株式の期中平均株式数(株) 6,008,273 6,008,273
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成30年８月10日

株式会社大冷

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 御　　厨　　健 太 郎 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　　野　　研　　司 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大冷の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第48期事業年度の第１四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年６

月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大冷の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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